
1 

 

  

  

平成30年3月23日 

各 位 

会 社 名 S AMURAI&J PARTNERS株式会社 

代 表 者 名 代 表 取 締 役  安 藤  潔 

コード・上場 4 7 6 4 ・ J A S D A Q 

問 合 せ 先 取 締 役  山口 慶一 

電 話 番 号 0 3 - 5 2 5 9 - 5 3 0 0 (代表 ) 

 

定款一部変更に関するお知らせ 

 

当社は、本日開催の取締役会において、定款一部変更の件を平成30年4月25日開催予定の

第22期定時株主総会に付議することを決定いたしましたのでお知らせいたします。 

 

 

記 

 

１．定款変更の目的 

（１）目的 

今後の事業展開の一環として、新たな事業活動を進めていくにあたり、定款第 2条

（目的）に投資運用業及びブロックチェーンに関する事項を追加することを目的とす

るものです。 

（２）本店の所在地 

経営効率の向上を図るため、港区所在のオフィスに事業所を一元化しておりますの

で、定款第 3条（本店の所在地）を東京都港区に変更することを目的とするものです。 

（３）発行可能株式総数 

  今後の機動的な資金調達を可能とするため、定款第 6条（発行可能株式総数）を変

更することを目的とするものです。 

（４）取締役会招集権者及び議長 

迅速に意思決定を行い、新たな事業活動を進めていくにあたり、定款第 21 条（取

締役会の招集権者及び議長）を変更することを目的とするものです。 
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２．変更の内容 

  変更の内容は、次のとおりです。（下線部分が変更箇所） 

現行定款 変更案 

（目的） 

   第2条 当会社は、次の事業を営むこと

を目的とする。 

1～23 （条文省略） 

        （新設） 

        （新設） 

 
        （新設） 
 
 
 
 
        （新設） 
 
 
        （新設） 
        （新設） 
 
 
        （新設） 
 
 
        （新設） 
        （新設） 
        （新設） 
 
 
 
        （新設） 
        （新設） 
 
 
        （新設） 
 
 
 
 
        （新設） 
 
24. 前各号に附帯関連する一切の業務 
 

（目的） 

   第2条 当会社は、次の事業を営むこと

を目的とする。 

1～23 （現行どおり） 

24.投資運用業 

25.仮想通貨に関するシステムの研究、開 

    発、販売、保守及びコンサルティング 

26. ブロックチェーンに関するシステムの 

    研究、開発、販売、保守及びコンサル       

    ティング 

27. フィンテックセキュリティ分野の研 

  究、開発及びコンサルティング 

28. 仮想通貨のマイニング、投融資、運用 

29. 仮想通貨を利用した金融派生商品の開   

    発、運用 

30. 仮想通貨に関する研究、調査及びそれ   

    らの情報提供、コンサルティング 

31. 仮想通貨の取引所運営、企画、管理 

32. 仮想通貨の仲介 

33. 仮想通貨の取引所運営に関するシステ 

    ムの販売及びコンサルティング 

34. 仮想通貨の交換業 

35. 仮想通貨の企画、開発、発行、売買、   

  仲介、斡旋及び管理 

36. 資金決済に関する法律による前払式 

    支払手段の発行及び資金移動業に関す   

    る一切の業務 

37. その他の仮想通貨の一般サービス 

38.前各号に附帯関連する一切の業務 

 

（本店の所在地） 

第3条 当会社は、本店を大阪市に置く。 

 

 

（本店の所在地） 

第3条 当会社は、本店を東京都港区に置

く。 

 

（発行可能株式総数） 

第6条 当会社の発行可能株式総数は、

107,640,000株とする。 

（発行可能株式総数） 

第6条 当会社の発行可能株式総数は、

119,400,000株とする。 
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現行定款 変更案 

（取締役会の招集権者及び議長） 

第21条 取締役会は、取締役社長が招集

し、その議長となる。取締役社長に事故あ

るときは、取締役会においてあらかじめ定

めた順序により、他の取締役がこれに代わ

る。 

 

（取締役会の招集権者及び議長） 

第21条 取締役会は、各取締役が招集する。

なお、取締役社長が議長となる。 

2.取締役社長に事故あるときは、取締役会に

おいてあらかじめ定めた順序により、他の取

締役がこれに代わる。 

 

（新設） 附則 

第3条（本店の所在地）の変更は、平成30年５

月１日をもって効力を生ずるものとする。な

お、本附則は期日経過後これを削除する。 

 

 

３．変更の日程 

 （１）株主総会開催日 平成 30年 4月 25 日（予定） 

 （２）効力発生日  平成 30年 4月 25 日（予定） 

    （第 3条  本店の所在地は除く） 

 （３）本店の所在地の変更 平成 30年 5月 1日（予定） 

 

以 上 


